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平成２６年度答申第１号                         

                 平成２６年１０月３１日 

           

松戸市長 本郷谷 健次 様 

 

                     松戸市情報公開審査会 

会長 髙 江 四 郎 

 

公文書の一部開示決定に係る異議申立てに対する諮問について（答申） 

 

平成２６年５月１６日付け松環廃第６２号をもって諮問のありました「平成

２５年１２月議会で補正予算として可決された、塵芥処理費１２９，３６０千

円の積算資料に関する契約書一式」の一部開示決定に対する異議申立てについ

て、別紙のとおり答申します。 
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答    申 

 

１ 審査会の結論 

松戸市長（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった公

文書の非開示部分のうち、廃棄物の種類、履行期間開始日及び締結年月日を開示

すべきである。 

 

２  異議申立てに至る経過 

（1）開示請求 

異議申立人は、平成２６年１月６日、松戸市情報公開条例（平成１３年松 

戸市条例第３０号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定により、実

施機関に対し、「平成２５年１２月議会で補正予算として可決された、塵芥

処理費１２９，３６０千円の積算資料に関する契約書一式」について、公文

書の開示請求（以下「本件請求」という。）をした。 

（2）実施機関の決定 

実施機関は、本件請求の対象となった公文書として、平成２５年１２月 

議会補正予算に基づき、本市が締結した一般廃棄物の処理に関する委託契約

書（以下「本件文書」という。）を特定した上、平成２６年１月１７日、本

件請求に対し、条例第１０条第１項の規定により、条例第７条第３号ア及び

第６号の非開示情報を除き、一部開示決定（以下「本件処分」という。）を

し、通知した。 

（3）異議申立て 

異議申立人は、本件処分について、行政不服審査法（昭和３７年法律第  

１６０号）第６条の規定により、平成２６年３月１８日、実施機関に対して

異議申立てをした。 
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３ 異議申立人の主張要旨 

異議申立人の異議申立書及び意見書によると、異議申立人の主張は、おおむね

次のとおりである。 

（1）異議申立ての趣旨 

本件処分のうち、搬入場所、契約金額、契約保証金、受託者の住所及び氏

名、契約締結日を非開示とする決定を取り消し、これらの事項を開示すると

の決定を求める。 

印影及び印紙については、非開示に異議はない。 

（2）異議申立ての理由 

ア 廃棄物の最終処分について 

松戸市の最終処分場である銚子市、長野県中野市、秋田県大館市、小

坂町を視察したことがある。 

秋田県の最終処分施設は、コンピューターで管理されていた。松戸市

の焼却灰によって放射能汚染をもたらしているのではないかと申し訳な

く思う。 

「松戸市ごみ処理基本計画」では、ごみの減量が目標となっているが、

本気ではない。 

松戸市の説明書には「廃棄物の最終処分は市内で行うのが望ましい」

と記載されているが、廃棄物の最終処分は、市内で行うのが原則だ。市

内で最終処分が出来ない松戸市では、ごみは焼却から資源化へを徹底す

べきだ。 

イ  東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故による影響

と対応について 

東北支援の一環として、福島や宮城・岩手の放射能汚染瓦礫が全国各

地に運ばれ、焼却され、埋め立てられた事態が起きた。松戸市の放射能
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汚染焼却灰の運び出しもその一例であり、松戸以外の放射能汚染自治体

からも多量の放射能汚染焼却灰・汚染汚泥が運び出されている。 

松戸市の説明書にあるように、松戸市クリーンセンター駐車場に放射

能汚染焼却灰が野積みされている。 

松戸市の焼却灰の放射線レベルでは、国が言う通り「直ちに健康に影

響がない」のは確かであろうが、「絶対に健康に影響がない」とは言い切

れないのが低線量放射線による健康被害だ。 

ウ 一部開示決定の理由について 

松戸市の説明書では、受け入れる自治体への影響・契約相手方の企業

利益の阻害・松戸市の廃棄物の円滑処理の阻害の３つが理由となってい

るが、これらに全く理解できないわけではない。 

しかし、市民の「知る権利」の視点を欠く。 

松戸市の放射能に汚染された草木が自分の住んでいる地域に運ばれ、

処理されている事を処分場周辺の住民は知らないことになるが、放射性

廃棄物の処分を依頼する市民として、排出者責任を免れることはできな

い。 

本件は、契約相手が開示された時に、その情報をどう扱うかが焦点に

なる。廃棄物が持ち込まれた自治体の住民に事実をお知らせすることが

正しいと思う。 

知らされた皆さんの対応はわからない。放射能が拡散されず、適切に

処理されていることが分かれば充分である。 

情報開示をせず、処分場の不祥事などにより世間に公表された場合に

は、問題が大きくなる。 

今の時点で処分先の地域住民に知らせる方が松戸市民の責任の上から

も周辺住民の知る権利の上からもより正しい選択である。 
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４  実施機関の説明要旨 

実施機関の説明は、理由説明書によると、おおむね次のとおりである。 

（1）廃棄物の最終処分業務について 

廃棄物の最終処分は、市内で行うことが望ましいが、本市は市内に広大な

土地がないため、最終処分場を確保することが難しく、ほとんどを市外事業

者に委託している。最終処分を委託する場合には、受け入れ先の自治体と事

前協議を行い、本市の一般廃棄物処理計画を相手方自治体の一般廃棄物処理

計画と調和を保たせ、相互の信頼関係を構築した上で、最終処分を委託して

いる（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第

６条第３項）。一般廃棄物の最終処分は、市外の民間事業者・設置自治体の

理解・協力があって成立する。最終処分場の絶対数は不足しており、新たに

民間最終処分場を見つけることは容易ではなく、原発事故後、関西圏以西で

は関東圏からのごみの受入れは拒否している影響で東日本の民間最終処分

場でも新規での契約は受けていない状況にある。 

（2）東日本大震災に伴う原発事故による影響と対応について 

原発事故以降、平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に

伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染へ

の対処に関する特別措置法（平成２３年法律第１１０号）及び環境省の指針

により、１キログラム当たり８，０００ベクレルを超える放射性物質を含む

焼却灰は、指定廃棄物として、最終処分場での埋立てを禁止し、最終的に国

が処分するまで各自治体において保管することが義務付けられた。本市の受

託者の最終処分場では自主基準値を設定しており、本市は、焼却灰に含まれ

る放射能濃度の低減化のため、可燃物の分別収集及び計画的な焼却などで対

応したが、その後、受託者及び自治体との協議が整い、一部を市外で処理し、

現在は自主基準値を下回り、安定的な最終処分が可能となっている。 
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（3）一部開示決定の理由について 

ア 法人の正当な利益を害するおそれがあること（条例第７条第３号ア） 

  本件文書には、受託者を特定できる事項が記載されており、開示により

本市からの廃棄物を受け入れているという情報が報道機関などを通じて

拡散する可能性が高く、受託者の経済的信用及び社会的信用の喪失を始

め、相手方自治体内における各種事業者等の地域経済活動にも風評被害を

もたらすおそれがある。また、契約金額を明らかにすることは、受託者の

競争上の地位を不利にし、今後の経済活動に支障を来たす。さらに、契約

破棄の場合には、受託者の正当な利益を害するおそれがある。 

イ 事務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあること（条例第７条第

６号本文柱書き） 

相手方自治体及び事業者の意見では、廃棄物に問題が無いことは理解 

するが、風評被害のおそれ及び施設周辺住民との信頼関係が崩壊すること

を危惧しており、本市も事前協議において、開示等により一切の迷惑をか

けないことを確約している。本件文書が開示されれば、相手方自治体は、

住民からの苦情及び報道対応等の負担を被る。また、開示は、本市と相手

方自治体との事前協議に反し、信頼関係も崩壊する可能性がある。 

本市は、現時点では廃棄物の処理を一般廃棄物処理計画に基づき、安定

的に遂行しているが、仮に搬入停止となった場合には最終処分先を失い、

廃棄物処理事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼす。また、ごみの収集は

滞り、市民生活に混乱を来たす。さらに本市は信頼関係を失う結果、今後、

他の自治体・事業者の協力を得ることが不可能となり、本市の一般廃棄物

処理計画に大きな影響が生ずるおそれもある。 

上記ア及びイにより、本件文書は、条例第７条第３号及び第６号本文柱 

書きに該当するため、一部開示とした。 
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５  審査会の判断 

条例によれば、市の情報は、市民と共有することによって、市民生活の向上や

豊かなまちづくりに役立てられるべきものであり、市民と行政がともに協働し、

成熟した地域社会を創造するため必要となるとともに、市の情報は、広く市民に

公開されるよう市民の知る権利を尊重する旨を規定する（前文）。 

また、条例は、地方自治の本旨にのっとり、公文書の開示を請求する権利及び

市の情報公開の総合的な推進に関し必要な事項を定めることにより、市の情報の

一層の公開を図り、市の諸活動を市民に説明する責務を全うすること及び市民の

市政への参加を促進し、市民の理解と批判の下にある公正で民主的な市政の推進

に資することを目的とすることを規定する（第１条）。 

実施機関は、条例の解釈及び運用に当たっては、公文書の開示を請求する権利

を最大限に尊重しなければならず（第３条第１項）、条例に定める要件を満たし

た適法な開示請求に対しては、第７条各号の規定に該当しない限り開示しなけれ

ばならない（原則公開）。 

例外として、公にすることにより、個人又は法人等の正当な利益や行政事

務の適正な遂行等の公益を損なうもの等、公にしないことに合理的な理由が

ある情報は非開示となるが、非開示情報に該当する理由は、具体的かつ客観

的なものでなければならず、実施機関の開示、非開示の判断基準を明確にす

ることが必要である。 

以下、本件文書の各項目ごとに、条例第７条第３号及び第６号の該当性に

ついて検討する。 

（1） 廃棄物の搬入場所並びに受託者の住所及び氏名（以下「搬入場所等」とい 

う。）について 

ア  条例第７条第３号（法人情報）について 

本号は、「法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」



7 

 

という。）に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健

康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる

情報を除く。 ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの （イ 略）」 

と規定する。 

つまり、本号は、法人等の事業活動の自由、競争上の地位その他の正当な

権利利益を保護するため、公にすることにより、当該法人等の権利、競争上

の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報を非開示とする規定で

ある。 

「法人その他の団体」とは、国及び地方公共団体を除き、株式会社、有限 

会社などの営利法人、社会福祉法人、学校法人などの公益法人等すべての 

法人のほか、法人以外の権利能力なき社団等を含む。 

「公にすることにより、当該法人等の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあるもの」とは、(a)法人等の保有する生産技術又は営

業上の情報、(b)法人等の保有する経営方針、経理、人事等の事業活動を行

う上での内部管理に属する事項に関する情報、(c)その他公にすることによ

り、法人等の名誉、社会的評価、社会的活動の自由等が損なわれるおそれが

ある情報をいう。ここでいう「害するおそれ」については、法人等には様々

な種類、性格のものがあり、その権利利益にも様々なものがあるため、法人

等の性格や権利利益の内容、性質等に応じ、当該法人等の憲法上の権利の保

護の必要性、当該法人等と行政との関係等を十分考慮して、適切に判断する

必要がある。「おそれ」とは、単なる抽象的な可能性だけでは足りず、当該

法人等の権利利益が情報の開示によって具体的に侵害されることについて、

法的保護に値する蓋然性が認められなければならない。 

本号の該当性について検討すると、本件文書の受託者は、一般廃棄物の運
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搬・処分業務、処理・処分業務及び収集・運搬業務を行う株式会社等であり、

「法人その他の団体」に該当する。 

次に、本件文書は、放射性物質に関連した廃棄物処理に関する委託契約書

であり、本市において最終処分場を確保することが困難である地域的特性か

ら本市の従前の廃棄物処理委託先との経緯等を勘案した場合、開示情報の利

用方法及び利用主体によっては、受託者の営業上の権利利益等を害する結果

となる可能性がある。特に、条例では、何人も、実施機関に対し、当該実施

機関の保有する公文書の開示を請求することができ（第５条）、利用者の責

務としては、条例の目的に即し、適正な請求に努めること及び公文書の開示

により得た情報を適正に使用しなければならない（第４条）と規定するもの

の、開示請求の主体、目的、開示文書の用途等について、特段の制限を設け

ていないため、搬入場所等の開示は、場合によっては、受託者の権利利益を

害する可能性がある。 

しかし、これらの可能性のみでは、搬入場所等の開示により、受託者の権

利利益が具体的に侵害されることで、法的保護に値する蓋然性がどの程度認

められるかは明確ではない。そこで、次に、「害するおそれ」を判断する際

の考慮事項である「当該法人等と行政との関係」を検討すると、本市は、廃

棄物が放射性物質に関係するものであることから、受託者のほか受入自治体

への依頼に際し、本件事業について外部に明らかにしないことを約し、合意

の上で委託契約の締結に至ったという経緯がある。 

そのため、本市が仮に本件文書を開示した場合には、本委託契約の締結時

に合意した事項に違反することとなって、受託者又は受入自治体から委託者

である本市に対し、契約途中における契約の見直し又は破棄等が求められる

こととなり、ひいては受託者においても、本委託契約の履行に伴う利益を失

う事態が生ずることとなる。 
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これらのことから判断すると、搬入場所等の情報の開示によって、受託者

の財産権等の権利利益が具体的に侵害され、社会的評価等の低下が想定され

ることで、法的保護に値する蓋然性が高いことが認められる。 

よって、搬入場所等の情報は、第７条第３号アに該当すると判断される。 

イ  条例第７条第３号ただし書（例外的開示）について 

本号ただし書は、法人情報の例外的な開示につき、「人の生命、健康、生

活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報」

を非開示から除いているので、この点につき検討すると、本号は、その構造

上、本文該当情報は原則非開示とし、例外的にただし書に該当する情報は開

示としている。単に人の生命、健康等といった人格的利益に関わりがあれば、

本文該当情報に直ちに優越するものではない。その開示により、人の生命、

健康等の保護に資することが相当程度具体的に見込まれる場合であること

が必要である。 

本市が受入自治体に搬入する廃棄物は、現状における技術水準に基づい

て、その放射能濃度を測定し、本市の責任において安全な数値であることを

確認しているのであるから、本件文書記載の搬入場所等の情報は、「人の生

命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認め

られる情報」に該当せず、例外的開示に該当しない。 

  ウ  条例第７条第６号（事務事業執行情報）について 

本号は、「市の機関又は国若しくは他の地方公共団体が行う事務又は 

事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれそ

の他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあるもの （アからオまで 略）」と規定する。 

つまり、本号は、市の機関等が行う事務又は事業に関する情報のうち、公

にすることにより、当該事務又は事業の実施の目的を失い、又は、適正な遂
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行に支障を及ぼすものは、非開示とする合理的理由があるため、非開示情報

とする規定である。 

「事務又は事業の性質上」とは、当該事務又は事業の本質的な性格に照ら 

し、保護する利益がある場合についてのみ非開示とするという趣旨である。

また、「当該事務又は事業」には、同種の事務又は事業が反復的に行われる

場合の将来の事務又は事業も含む。 

「適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」は、事務事業に関する情報を公にするこ

とによる利益と当該事務事業の適正な遂行を確保することによる利益とを比較

衡量した上で判断されるものであり、実施機関に広範な裁量権限を与える趣旨で

はない。 

「支障を及ぼすおそれ」とは、事務事業の適正な遂行に支障が生ずることにつ

いて、単なる抽象的な可能性では足りず、法的保護に値する蓋然性が認められな

ければならないことをいう。 

本号の該当性について検討すると、本市は本件事業について外部に明らか

にしないことを了解した上で契約を締結したのであるから、本市が搬入場所

等の情報を開示した場合は、かかる了解した事項に反して開示することとな

り、その結果、受入自治体との信頼関係を喪失し、現行の廃棄物処理業務に

支障が生ずるとともに、将来における廃棄物処理に必要な他の自治体との連

携・協力体制を維持することが困難となる。 

そのため、公にすることによる利益よりも、事務事業の適正な遂行による利

益が上回ることが認められるのであるから、搬入場所等の情報は、第７条第６

号本文柱書きにも該当する。 

エ 結論 

以上のとおり、搬入場所等の情報は、第７条第３号ア及び同条第６号本文

柱書きに該当し、非開示が妥当である。 
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（2）廃棄物の種類について 

    廃棄物の種類は、本市の刊行物に掲載されているとともに、法人情報であ

っても、法令の規定により、何人でも閲覧できる情報及び実施機関の職員が

職務上作成し、又は取得した情報で公表を目的としているものは、「権利、競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報」には該当しない。 

また、搬入場所等の受託者を特定できる情報を非開示とする以上、廃棄物

の種類を開示しても、受託者の権利利益を害し、又は受入自治体の事務事業

に支障を及ぼすおそれはないため、開示が妥当である。 

（3）契約金額等について 

一般に法人等は、独立した事業活動を行っており、当該法人等の契約の相

手方、契約金額、契約の具体的な履行方法に関する事項等は、当該法人等の

営業・経営戦略上の自由に属する。 

契約金額の基礎となる廃棄物の処分価格は、定価として価格設定されてい

ないため、市と受託者との交渉により成立する。また、廃棄物の処分価格は、

廃棄物の性状、比重、量、処分先までの距離などの要素により構成されるた

め、契約金額の確定には、廃棄物の処理方法、処理量等の情報が関連する。 

したがって、契約金額のほか、廃棄物の処理方法、処理量等は、法人等の

保有する生産技術上又は営業上の情報として、第７条第３号に該当するとと

もに、搬入場所等と同様、その開示は本委託契約を締結した趣旨に反するた

め、第６号本文柱書きにも該当し、非開示が妥当である。 

（4）委託契約書の締結日付等 

本件文書の契約締結日及び履行期間の開始日は、過去の日付であるととも

に、搬入場所等の受託者を特定できる情報を非開示とする以上、それらを開

示しても、受託者の正当な利益を害し、又は受入自治体の事務事業に支障を

及ぼすおそれは認められないことから、開示が妥当である。 
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（5）契約保証金の額等 

予算執行者は、松戸市財務規則（昭和５７年松戸市規則第９号）第１４３

条第１項の規定により、契約を締結したときは、直ちに契約の相手方に契約

金額の１００分の１０以上に相当する額の契約保証金を納付させなければな

らない。ただし、契約の相手方に履行保証保険契約又は工事履行保証契約の

締結、公共機関との契約履行の実績等がある場合は、その全部又は一部を納

付させないことができる（同条第３項第１号から第８号まで）。 

その結果、契約保証金の額及び免除の適用条項の情報を基に算定すれば、

契約金額を算出することができるし、ひいては、受託者の契約当事者の資格

等及び受入自治体を特定できることとなる。 

したがって、契約保証金の額及び適用条項の情報は、契約金額等及び搬入

場所等の情報と同様、第７条第３号及び第６号本文柱書きに該当し、非開示

が妥当である。 

（6）結論 

以上により、当審査会は、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

６ 審査会の処理経過 

  当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。 
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審査会の処理経過 

 

  

     年 月 日 

 

      処  理  内  容 

 

 平成２６年 ５月１６日  諮問書の受理 

 平成２６年 ５月１９日  第１回審査会（審議） 

 平成２６年 ６月２５日  第２回審査会（審議） 

 平成２６年 ７月２７日  第３回審査会（審議） 

 実施機関の理由説明書の受理及び説明 

  
 平成２６年 ８月２１日 異議申立人の意見書の受理 

  
 平成２６年 ８月２２日  第４回審査会（審議）  

 平成２６年 ９月２９日  第５回審査会（審議） 

平成２６年１０月２７日 第６回審査会（審議） 

  

 

 


